
振動規制法の体系
振動規制法

地域指定(3)

特定施設(2.1)(政令) 罰 則(25)(26)(27)(28)

規制基準の範囲(4)(告示)

特定建設作業(2.3)(政令)

測 定(19)
改善勧告(15.1) 改善命令(15.2)

規制基準(14.1)(告示)

道路交通振動(2.4)（省令)

要請限度(16.1)(省令)

測 定(19) 都道府県公安委員会へ交通規制の要請(16.1)

道路管理者へ道路の舗装、維持、修繕の要請(16.2)

罰 則(26)(27)

罰 則(24)(27)

罰 則(26)(27)(28)

罰 則(26)(27)

罰 則(25)(27)

工場・事業場振動

建設作業振動

道路交通振動

振動防止に係る関係行政機関
の長に対する協力要請等(20)

(一部適用除外)
電気・ガス・鉱山法の工
作物・施設（18.1）

：国が行う事務
：都道府県、市が行う事務
：市町村が行う事務

１．図にあげた項目以外に、国の援助(21)、研究の推進等(22) 、条例と
の関係(23)等について定めてある。

２．図中の( )内は条文。例えば(2.1)は法第二条第一項を示す。

（注）

特定工場等(2.2)

届出事務(6)(7)(8)(10)(11)

測 定(19)

届出事務(14)

改善命令(12.2)改善勧告(12.1)

規制基準(2.2)(4)

報告検査(17)

報告検査(17)

電気・ガス・鉱山施設に係る要請(18.3)

計画変更勧告(9)


